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◇ 大 渕 紀 夫 君 

○議長（山本浩平君） 引き続き一般質問を続行いたします。 

４番、大渕紀夫議員、登壇願います。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、日本共産党の大渕紀夫です。私は町長に２項目質問いたします。 

１項目めですが、地場産業の現状と６次化、産業全体の発展の方向についてお伺いしたいと

思います。アベノミクスという言葉だけがもてはやされ、景気が良くなったような報道がされ

てはいますが、実態としては私自身が感じるところでも、地方自治体そして地域経済は疲弊の

一途をたどっています。 

１点目に、第１次、第２次、第３次産業の現状と課題について伺います。 

２点目に、町長の執行方針でもうたっている産業の６次化の具体的な方向性について伺いた

いと思います。 

次に、建築、土木部門、商業に対する町としての方向性はどうか。 

次に、白老地区、虎杖浜地区の新しい観光と祭りの影響について、波及効果と相乗効果につ

いて伺います。 

最後に、白老町には６つの地域、集落がありますが、これからのまちづくりにはどうしても

各地域の産業振興策が必要だと思うのですけれども、考え方と具体策について伺いたいと思い

ます。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〔町長 戸田安彦君登壇〕 

○町長（戸田安彦君） 地場産業の現状と６次化、産業全体の発展方向についての１項目め、

１次から３次産業の現状と課題についてであります。白老町内における１次産業分野では、円

安による生産コストの大幅な増加、漁獲高の減少、市場価格の低迷等により農水産業者の経営

にはばらつきがありますが、全体的には、後継者の育成、経営所得の維持、経営基盤の確保等、

安定的な農業、漁業経営を目指すための経営改善が必要であります。２次産業分野では、製造

業を中心に収益が低い水準で推移しており、中でも建設業は公共事業の発注も減少し、依然と

して厳しい経営状況が続いており、徹底したコスト管理により収益を確保していかなければな

らない状況であります。３次産業分野では、小売業等は生産コストの増加を小売価格への転嫁

は難しく、また、今後電気料の値上げや消費税の増税も小売業の収益に大きく影響するものと

捉えております。特に観光業では、東日本大震災以後も観光客が激減しておりましたが、海外

も含めて観光客も徐々に回復の兆しが見えてきておりますが、いまだ以前の入込数には至って

いない状況であり、誘客活動等を含めた積極的なＰＲ活動が必要であると考えております。こ

のように、本町の経済情勢は依然として厳しい状況が続いているものと認識しております。 

２項目めの産業の６次化と具体的方向性についてであります。本町の長引く不況から脱却し

各種産業の元気を取り戻すためには、あらゆる対策を検討し、実行していかなければなりませ
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んが、その一つとして６次産業化は重要な対策であると認識しており、私の公約として掲げて

いるものであります。６次産業化は、第１次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけ

にとどまらず、それを原材料とした加工食品の製造・販売や地域資源を生かしたサービスなど、

第２次産業や第３次産業にまで踏み込むことであります。本町の取り組みといたしましては、

本年２月には白老牛の６次産業化を推進するため白老牛生産・販売戦略会議を組織し、検討を

進めており、７月からは国の補助事業で、地域資源の有効活用や異業種間の連携を図る人材育

成を目的とした白老町観光連携型６次産業人材育成事業を行うこととしております。 

３項目めの建築、土木部門、商業に対する方向性についてであります。依然として各種産業

は厳しい状況であり、建築、土木部門においては長年にわたり受注も減少しており、売り上げ

確保に苦慮されております。さらに商業部門も含めて燃料高騰等の中、コスト管理を徹底しな

がら最低限の経営維持に努力されている現状であります。このような現状下では、道内景気の

回復を期待しつつも、長引く低迷する地域経済でもあることから、各事業者が最低限の経営維

持が図られるよう地域内での需要を高めるため、商工会等との関係機関と連携をとりながら取

り組むものであると考えております。 

４項目めの白老地区、虎杖浜地区の新しい観光と祭りの影響についてであります。昨年より

虎杖浜・竹浦観光連合会の主催でかに・たらこ・温泉三大祭りを新たに開催し、3,000人の来場

者が祭りに訪れました。虎杖浜・竹浦地区の各事業者が中心となり、相互の連携を図りながら

取り組み、観光誘客ＰＲとしても一定の成果を上げられたところであります。祭り等のイベン

トにおいては、観光客等に対し各店舗等へ誘導することや、町内を回遊していただき相乗効果

を高めることが重要であります。先般の５万人の来場者を記録した牛肉まつりでも、町内の白

老牛取扱店を初め、アイヌ民族博物館や温泉施設、コンビニ、スーパー等、さまざまな業種で

入り込み客や売り上げが増加し、地域内の波及効果を高めております。 

５項目めの各地域の産業振興策の考え方、具体策についてであります。人口が減少する中で、

各地域では消費が低迷し、需要と供給のバランスが崩れ、地域経済・産業の振興はますます厳

しいものであると認識しております。本町といたしましては、潜在的な資源の有効活用や、買

い物弱者の視点からも、町内商工事業者とも連携を模索し、異業種間での取り組みや６次産業

化の推進を図りながら、地域内の循環を高める取り組みをより一層強化していかなければなら

ないと考えております。各地域の産業形態は、地域ごとに違いはありますが、商店街活性化を

含めた産業構造の新たな構築、消費拡大と外貨の獲得など、観光協会、商工会等とも連携を密

にし、できるところから取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。産業の６次化の問題ですけど、定義は今話されまし

たけれども、他市町村の例でも結構ですので、より具体的な例を挙げてご説明をお願いできれ

ばと思います。 

○議長（山本浩平君） 大黒営業戦略担当課長。 
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○産業経済課営業戦略担当課長（大黒克己君） ６次化の具体的な手法といいますかその件に

つきまして、先ほど町長からもご答弁申し上げましたが、第１次産業である農林水産業が中心

となりますけど、その原材料としては加工食品の販売・製造、例えば観光農園のような地域資

源を生かしたサービスなど第２次、第３次にまで踏み込むことということでございますが、具

体的に本町の例を挙げて説明をさせていただければ、まず、農業関係では白老牛が中心でござ

いますけど、これを飼育している農家の方が加工品としてハンバーグあるいはビーフジャーキ

ーをつくりそれを販売する。また、レストランを経営してそれらを提供するというようなこと。

これも６次産業化ということになります。また、水産業におきましても虎杖浜等でスケトウダ

ラをとりまして、それを虎杖浜タラコとして加工し販売するということもそうでございまして、

本町におきましてはこの６次産業化というのは古くから行われていたというふうに認識してご

ざいます。また、現在におきましては、これをさらに発展させて虎杖浜でそのタラコを用いて

各店舗でゆたら丼などをつくりこれを広く販売、提供していくというようなこと。あるいは、

社台等におきましても卵を加工してプリンやお菓子をつくりそこで販売するというようなこと

でかなり発展的な方向になってきているのかなというふうに認識してございます。 

以上です。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。要するに付加価値をあげていくことで地場にお金を

落としていくというような理解なのですけれども、私はそのことはとっても大切だと思ってい

るのです。それで、産業全般に対する基本的な考え方について伺いたいと思うのですけれども、

第５次白老町総合計画では企業誘致の推進を現在も掲げています。東京事務所を拠点にしてや

るとなっているのです。その東京事務所はことし閉鎖という状況です。空港に近い、高速道路

がある。港湾をつくる、工業団地をつくる、そして企業誘致し雇用を創出する考えは、まさに

新産業都市建設以来の地域開発政策の典型、一貫して流れているものだったと私は理解してお

ります。そういう中で本当に地域開発政策の結果、地域は活性化したと言えるかどうか。逆に

産業構造の転換、経済のグローバル化の中で企業の撤退、規模の縮小、当白老町でもその結果

財政難に陥ったことは事実であります。工業団地の大きな赤字、利用が難しくなった港湾建設

にかかわる大きな借金、そして旭化成を初めとする企業の撤退、企業の縮小、まさに町は、こ

こでの大きな政策転換が必要ではないかと思うわけです。企業がだめだとか、やめろとか言っ

ているわけではないのです。虎杖浜に来ようとしている企業については、私も大変ありがたい

と思っています。しかし、地域の産業と結びつく企業はとても大切だと思うのです。現実的に、

港湾建設や空港に近い、高速道路もある。これではもう今の招致産業は来ません。そういう中

で、私は今答弁があった６次化を含めた大きな政策転換が必要だと思うのですけど、まずその

点についての見解を伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 大黒営業戦略担当課長。 

○産業経済課営業戦略担当課長（大黒克己君） 今のご質問でございます。これまで本町にお
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きましては、工業団地をつくり、港をつくり、そしてそれを武器に企業誘致等を積極的に進め

てきたと認識してございます。これにつきましては、平成初期から造成を開始し、多額の投資

をしながら整備を進めてきたということは間違いないところでございますが、これによりまし

て全くこの辺が町に対してメリットがなかったのかと言えば、それはありまして、実際のとこ

ろ現在におきまして工業団地、特別工業団地を含めて進出企業35社、延べ約540名のパートを含

む従業員の方が実際工業団地で働いているというような状況です。これにつきましても、本町

の発展に貢献しているというふうに認識してございます。ただ、このような時代になりまして、

これは本町に限らずなかなか地方都市含めて非常に景気が落ち込んでいるというのも現状でご

ざいまして、これまでの町の政策につきましては、積極的に企業誘致を行うことで、感触がい

いといいますか、触手を示していただけるような企業もないわけではございません。そういっ

たことから、その辺については、今後も継続して進めなければならないというように考えてご

ざいます。ただし、今大渕議員がおっしゃった６次産業化を含めた地場の産業の育成、あるい

は異業種の関係とかそういった部分も時代の流れでございますので、これにつきましては行政

といたしましてもいろいろ支援をしながら育てていきたいという方向性を持っております。 

以上です。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。実際に先端技術産業を大きく呼び込んだ地域は東北

や九州であるのです。ただ実際にはアルプス電気含めて多くの企業が撤退しているというのが

実態なのです。このときどうしたか。融資制度、膨大な融資制度をつくり誘致する。結果、地

元の人は余り使われない、仕事ができない。利益は全部東京本社へ。10年、20年で工場は閉鎖。

これが事態です、事実です。例えば白老町を見ても旭化成撤退しました。今確かに工業団地に

540名、貴重です。しかし、大昭和製紙に私が入ったときは本工1,200人です。今200人ちょっと

でしょう。現実的にそれだけ人口が減っているのです。そういうときに、企業誘致がだめだと

いうのではないのです。政策転換というのは、病院をやめることが政策転換ではないのです。

白老のまちの将来を見据えてどういうまちをつくるかということ、そこが一番大切だと思うの

だけど、そこの視点がどうかというのが私は一番大切だと思っています。そういう観点から言

えば、地場産業の育成を徹底する。つまり、地域内経済循環を徹底して図る。付加価値を上げ

るということは、従業員が１人多く雇われるよりも付加価値を上げることによって多くの価値

が出るのです。それは単なる招致産業で人が働くこととは全く違うのです。物をつくってほか

に出すこととは違うのです。ですから、道北の森林地帯の自然を生かした木質バイオの問題、

十勝地方中心の中小企業振興、こういうところは今現実的に伸びているのだけれども、白老独

自のそういう産業政策をきちっと持つ、企業誘致全部やめなさいと言っているのではなくてそ

こに比重を移していく。そういう政策転換が必要ではないかという意味なのですけれども。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

○町長（戸田安彦君） 政策転換ということなので私からお答えさせていただきます。先ほど
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の大渕議員の質問にあったように、工業団地をつくりました、港をつくりましたという政策判

断で今進んできていまして、それがおもしになっているのではないかというご質問だと思うの

ですけど、ただ、やっている今とやっていない今では比べようがないと思うので、その当時当

時の政策判断だと思います。 

政策転換の話に戻るのですが、政策転換というのは転換するということなので、言葉の意味

合いをとらえると政策転換ではなくて、もともと白老町は食材王国もそうですし、１次産業で

白老牛も虎杖浜タラコもどんどん、どんどんその白老町の地場産品として外貨を稼ぐツールで

あると考えております。政策転換ではなくて少しシフトするいう意味で、企業誘致室を今営業

戦略課として体制を変えたわけでございますので、ここは今まで力を入れたところを、今大渕

議員言うように１次産業または地域の可能性を探る営業戦略課にしておりますので、ここから

外貨を稼ぐとか、町がアピールできる６次産業化のツールになればいいと考えておりますので、

政策の転換ではなくて比重を少しシフトしたということでございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） 政策転換の用語の議論をしようとは思っていないです。ただ現実問題

として、例えばリゾート開発も白老で13カ所のゴルフ場つくりたい、そのうち６カ所やると。

結果的に１つもつくらず１カ所だった。ところが早来６カ所つくった。どんどん潰れて、この

間アーレックスも潰れたと書いています。現実的に政策の転換というのは、リゾート法に基づ

いた、その前はテクノポリス、その前は新産業都市です。そういうものに乗ってやってきたこ

とが今そういう状況ではないわけですから、そのことを今町長が言われた地場産業に比重を移

す、その比重が50％、60％になったときに、そういうことが政策転換だと僕は思っています。 

ですから、そういうふうな形で財政的にも支援体制も含めてそういう形をつくらなければ、

本当に、政策転換や産業振興になるのかということなのです。だめだと全部否定するとかそん

なことではないのです。それは比重が50％以上になったら政策転換なのです。政策転換の議論

しようとは思わないけれども、僕はそういう視点できちっと取り組むべきだと。それが十勝の

中小企業対策の最高の典型の例が実際北海道にあるのです。もちろん白老と全く条件が違うと

いうことは存じています。だけどそういう形に変更をしていくべきではないかということで言

っているわけです。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

○町長（戸田安彦君） おっしゃるとおりでございます。先ほども述べたように、今年の２月

に白老牛の戦略会議を立ち上げたのもそういう意味でございますので、ご理解をいただきたい

と思います。言っているとおりだと思います。 

○議長（山本浩平君） 暫時休憩をいたします。 

休憩 午前１０時５９分  

                                         

再開 午前１１時１０分  
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○議長（山本浩平君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

一般質問を続行いたします。 

４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。産業発展方向の中で、今言ったのですけれども白老

町の地域産業全体が変わっていく時期だというように思っているのです。それは今までも取り

上げてきましたけれども、今答弁もありましたように地域内の経済循環がどうしても必要だと、

それが核になるだろう。それには人材がどうしても必要だろうというふうに思っているのです。

私は、この人材問題が地域内経済循環の中で最も大切なことだと。ただ、これは戦略担当がで

きて役場の担当課があるわけですけれども、そこが直接動くということは全部そのことをする

のは甚だ難しいことだろうというように思います。白老町には株式会社であり白老町が75％出

資している振興公社がございます。これは、商業行為はどんなことでもできるというふうにな

っているのです。例えば、そういういろいろなまちおこしなり、まちおこしという言葉はもう

使わないかもしれないけれども、そういうことをやって、例えば苫小牧は、担当の市役所の職

員だったようですけれども、もう10数年間も全国一のホッキと、これはもうマスコミ含めた最

大の人で効果を上げるという努力をした。豊後高田の昭和の町づくりなんか私も見に行ったの

だけど、そういうところも全部人なのです。私はこの産業全体を調整する、そして、１次産業

を中心に６次産業化し、そこに２次産業、３次産業を巻き込むとしたら人が絶対に必要だと。

それは役場の職員が公務員として直接動くということとは全く性質が違うものだろうと。調整

機能というのは違うものだろうと。今振興公社はそういう形になっていないけれども、振興公

社が例えば半分の時間をそこで割いてもいいけれど、そういうことができる人材をきちっと育

成して、私は振興公社がそういうことをやるべきではないかなというふうに常々思っているの

ですけれども、その点についての見解をお尋ねしたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 大黒営業戦略担当課長。 

○営業戦略担当課長（大黒克己君） 今のご質問でございます。確かに地域内循環を進めるた

めには人材というのが非常に重要になってくると考えております。その中で、今回あすの補正

予算でも審議いただきますけど、６次産業化の人材育成ということで町のほうでも委託事業を

計画してございまして、そういう中で、民間の方がいろいろな産業連携を図り、あるいは町で

つくった素材を生かした加工品等を町外にも販売していろんなルートをつくっていただくよう

な方が非常に重要だというふうに認識しておりますし、現在そういう方が実際のところなかな

かいないというのも事実でございます。そういう方を今後も議員がおっしゃるような形で町と

してもいろんな支援を行いながら人材の育成に努めていきたいと考えてございます。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君） 前段の人材の育成というのは、今産業分野にかかわらずコーディネ

ーターといいますか、そういうように点ではなくて線にする、面にするというコーディネータ

ー、これがいろんな分野でも確かに必要な人材なのかなというふうに思っています。そういう
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人材育成、手法については今後十分検討していかないとだめかなと思っています。 

後段の質問で振興公社の話がありました。立場は違いますけれども振興公社にも深く携わっ

てきて、そういう事業が振興公社、多分調べておられると思いますけれども、定款にある事業

目的といいますか、できる事業がここである程度制約されているのは、公共的事業だとか、公

的なところからの依頼による土地の売買、それから一般的な駐車場の公益的事業の経営だとか、

ある程度制約ありますので、今言われた部分が公益的あるいは公共的な分野に理解できるかど

うかというのはちょっと検討させてもらえればと思っています。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） 牛肉まつりに九州を含め道外からもたくさんの人が来た。実際に私も

行ってごちそうになったのだけど、どうしてこんなに人が来るのかなと、率直に言って私は疑

問でした。後で聞きましたらやっぱりブランド、これは息子が札幌に居るので聞いたのだけど、

やっぱりブランドだと。このブランドの力は物すごいものだと。ＣｏＣｏ壱番屋だとかサーク

ルＫサンクスと提携した。そういうものは我々の年代とは違いまして、一気に広がるのです。

札幌の人たちは青空の下で物を食べるというのは物すごい魅力で、我々はいつも青空の下にい

るからさっぱり価値わからんというのもあるのだけど。 

何を言いたいかというと、そういう物すごい影響を与えた、そして生産者と観光協会も努力

した。ただそれが、そこの部分に非常に多くの比重がかかってしまう。５万人集めたのだけど

２日間もやったらもうへとへとでできないよと、来年駐車場どうするか考えることもできない

よとなっているかどうか別だけども、そういうようになったらだめだと僕は思うのです。です

から、そこのところを調整して、例えば５万人が３万人で春、秋２回できないかというような

ことも含めて、単なる今思いつきですけど、そういうこと含めて調整する。全体を結びつけな

がら全体的に発展するようなそういう自由にやれる人が必要なのです。 

豊後高田市の昭和の町は、商工会の事務局長です。彼は何をやっているかと言うとそれを中

心にやっているのです。苫小牧のホッキだってそうでしょう。３日に１回は苫小牧民報に出ま

した。そういうことをやっぱりやるということなのです。徹底的に。要するにいい意味で言え

ば、表現悪いけど、それしかできない人。そういうことが僕はやっぱり今白老町にどうしても

必要だと思うのです。このことは、なぜ僕は振興公社と言ったか、今は非常にかたい仕事で、

今まで悪口しか言っていませんでした。僕がやってもあそこもうかるよとしか言ってないです。

だけど、そういうことができる場、ある意味半官半民であり、町が出資して安全であり、そし

てそこで毎日半日なら半日の余裕をつくれる、意図的にやろうと思ったらできる、そういう場

所なのです。ただし使われる人はきちっと理解できない人はだめです。サラリーマンで勤める

のでは全然話にならないからだめですけれども、そういうことで言えば今私はやっぱり振興公

社ではないかと思うのですけれども、その制約があるのだけれども、人材の確保とそこの部分、

検討はしていただけますか。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 
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○副町長（白崎浩司君） 人材の確保は先ほど言ったとおりです。その場所は別にして、先ほ

どのご答弁のとおりいわゆる６次産業化の考え方は、点を線にして、線を面にするというよう

な考え方の中でいくとやはり人材を確保してどう結びつけていくか。こういう人材がいる、い

ないによってその事業そのものが大きく変わってくるだろうというふうな認識は今までのいろ

いろな経験の中からもそういうふうに思っています。そういう人材が必要だというように思っ

ています。そういう人材をどこでやるかという後段の話になりますけれども、先ほどちょっと

かたい話で定款の話をしましたけれども、今までやってきた振興公社の業務は、いろんな場面

で過去にも公社のあり方といいますか、そういうようなお話が今までもあります。先ほど言っ

た定款の中では、ある程度縛りといいますか公共的な事業、公益的な事業あるいはそういう団

体から委託を受けた事業、そういうようなことが定款の事業目的に書いています。そういう今

事例で出した部分がいわゆる解釈上、公益事業といいますかそういうことができるかどうか。

先ほど検討というのは答弁させてもらいましたけれども、どこでやることが効率的なのか、そ

ういうことも当然中には入れていきたいというように思っていますし、それから、別の視点で

言えば今後の公社のあり方、いわゆる受託事業だけでいいのかと。それから受託事業が変化し

てきている。今後そのまま今やっている受託事業だけで会社が成り立っていくのか。というこ

とがやっぱり変化してきていますので、そこら辺は公社の事業として今後どうもっていくかと

いうのは全体的な中で考えなければだめかなというふうには思っております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。１項目めの最後にしたいと思うのですけれども、基

本構想を策定したときにも議論がかなりされたのですけど、社台、白老、萩野、竹浦、虎杖浜

と各地域の振興計画は、産業振興にかかわらず振興計画というのは、私は今でもどうしても必

要だろうというように思っています。例えば、今回飛生地区で野菜をつくり、白老の地場産品

をプラスして地域内経済循環、これは店にも卸すし、ホテルにも卸すということも書いていま

した。産地直売所も聞き及ぶところによると竹浦につくると。それはもちろん施設もできるか

ら、その施設をつくるにしても地元の人であれば地元の資本も回るという計画があるのですけ

れども、補助金の是非は別として、考え方はまさにこれが地域内経済循環の典型になる、もち

ろん成功したらの話です。１年間ではだめですけれども、私はそういう産業の地域内循環その

ものだと。場所のつくりから資本の投下、町内でやれるとしたら全てのことを町内で。雇用も

するし、ものをつくり、生産し、売る。それが町内で回るということは、まさに地域内経済循

環の典型だと思うのです。こういうことを私はもっともっといろいろな分野、この後質問しま

すけれども、例えば福祉関係なんかも私はそうだと思っています。このことをどれだけ戦略室

が意識を持って生かしていけるのか。それにはやっぱり役場の職員では限界があるから、人づ

くりが必要だと。こういうつながりなのだけれども、この６次産業化の問題での竹浦地区でや

られるこの中身をもうすこし詳しく説明しながら、これが地域産業の活性化に私はつながると

思っていますけれども、そこら辺の見解含めてお願いしたいと思います。 
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○議長（山本浩平君） 大黒営業戦略担当課長。 

○産業経済課営業戦略担当課長（大黒克己君） 今議会へ補正予算を上程しております観光連

携型の６次産業化人材育成事業のお話が若干出ましたので、その関係についてもう少し具体的

にお話をさせていただきたいと思います。今回、国の起業支援型の緊急雇用創出事業を活用し

ながら農業を主とする合同会社に対して町が委託するという計画でございますが、その農家さ

んが実際に飛生のほうでブロッコリーやカボチャあるいはハウスのいちご栽培等も行いなが

ら、その露地物も含めて加工等もいろいろ試験的に挑戦してそういったものを含めて、もちろ

ん町内の飲食店あるいはホテル等にも卸しながら直接販売するという直売所を今計画してござ

います。直売所につきましては、今具体的に計画しているのは、竹浦の国道沿いにある以前臨

海公園ということで町有地として購入し確保しておりますそこに直売所をつくりまして、そこ

で基本的には週末ということで販売していきたいと。その状況も踏まえながら将来的な構想に

もつなげていきたいという考えでございます。実際、ただ単につくって直売というだけではな

くて、大渕議員もおっしゃった町内の循環する人材育成という部分ではいろんな分野で、農業、

水産業あるいはその加工業者、それから第３次産業の商店あるいはホテルとかそういった部分

を全てまとめて連携していかなければならないような仕事がございまして、これにつきまして

も今回の事業でそういう人材を育成していきたいと考えてございます。こういった人材は育成

されると将来的にも、１年でできればいいのですけど、将来的にも今後においてそういった方

を中心にさらなる発展方向にいくのではないかと私どもも期待しているところでございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。２項目めに入りたいと思います。私の質問の前に３

名の同僚議員がそれぞれの立場、角度からこの財政問題についての質問をされておりますが、

その質疑を一定理解した上で質問をいたしたいというふうに思います。 

まず、財政状況について変化があるか伺いたいと思います。 

次に、外部有識者の意見の生かし方、どういう形で町民向けの話やまた議会の対応をどのよ

うに考えていらっしゃるか。 

３点目、町の施設の合理化について、運用方針、将来構想についてお伺いしたいと思います。 

４点目に、団体統合の考え方、方向、スケジュールがどうなっているか。 

５点目に、振興公社、社協福祉協議会、町内会連合会の今後のあり方について伺いたいと思

います。 

最後に、町民へのサービス低下と役場職員への負担を少なくしながら職員の暫減政策の具体

的な考え方についてお伺いしたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〔町長 戸田安彦君登壇〕 

○町長（戸田安彦君） 財政の現状と特に施設の合理化、団体統合のご質問にお答えいたしま

す。 



        － 80 － 

１項目めの財政状況の変化についてであります。現在、総合行政局で新たな行財政改革計画

策定事務を進めておりますが、策定に当たっては歳入財源の的確な捕捉をすることが重要であ

ると考えております。今年度の町税の賦課決定の状況では、固定資産税は予算を上回る結果と

なりましたが、個人住民税が昨年との比較では特別徴収、普通徴収ともに税額と納税義務者の

減少があり、予算を下回る結果となりました。今後もこの傾向は続くものと予想され、町税全

般の下降が見込まれるため、歳入確保はさらに厳しい状況になると考えます。地方交付税は、

国の骨太の方針素案によると、今後は削減傾向になるものと思われ、必要な情報収集を的確に

行ってまいりたいと考えております。 

２項目めの外部有識者の意見の生かし方についてであります。これまでのような内部管理経

費や事務事業の見直しでは、財源不足を解消できない状況にあることから、外部有識者で検討

いただいている財源効果が実証できる課題懸案事項の答申意見から政策判断を行い、新たな行

財政改革計画に盛り込む考えであります。 

３項目めの町の施設等の合理化、運用方針、将来構想についてであります。今後の公共施設

のあり方等については、施設の老朽化による維持管理費の増大、建物の解体など課題解決に向

け、類似機能を有する近接する施設の統廃合や廃校となった校舎の利活用など実施に向けた検

討を行い、基本的な考え方をまとめ計画的に進めていきたいと考えております。 

４項目めの団体統合の考え方、方向、スケジュールについてであります。文化団体やスポー

ツ団体の統合につきましては、昨年12月会議においても、早急に考えるべきとのご質問をいた

だいておりますが、多くの団体においては、収入や後継者不足などに苦慮している状況は変わ

っていないと認識しております。複数の団体が一緒になることにより、効率的な運営が可能に

なること、一つの団体ではできなかったことや今までなかったアイデアが生まれるなど、新た

な力や活気が出ることも期待できます。教育委員会では、各団体と12月以降も団体が抱える課

題等を聞き、統合の可能性を協議しており、今年度中には各団体とその方向性を出したいと考

えております。 

５項目めの振興公社、社会福祉協議会、町内会連合会のあり方についてであります。振興公

社、社会福祉協議会、町内会連合会は、これまで町と協働で本町の発展のため、それぞれの役

割を果たしてきております。今後も財政再建に向けた取り組みを推進していく中で、協力体制

を保ちながら合理的に事業を進めていく必要があるものと考えており、協力体制のあり方や事

務事業の見直しなどについて協議を進めていきたいと考えております。 

最後に、６項目めの職員数の暫減政策の考え方についてであります。職員数に関しては、平

成19年度に勧奨退職制度により町独自の早期退職者を募り、職員数の削減を図ってまいりまし

たが、現状の財政状況を鑑み、今後の職員数を見きわめていかなければならないと考えており、

新たな行財政改革計画にその方針を盛り込む考えであります。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。外部有識者の方々の意見を聞くということでは、こ
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れだけで行財政改革が進むというふうには思っておりません。皆様方もそうだと思うのです。

問題は、やっぱり町民の理解をどう勝ち取るか、ここのところが一番大切だし、協働のまちづ

くり、町民とどうまちづくりをするのか。最高規範と言われている自治基本条例は、ここら辺

のきちっとした整合性をとりながら、まず町民の皆様に早く出てしまった宮脇私案をどう理解

してもらうのか。議会も実を言えば新聞を見て初めてわかったという状況であります。ここら

辺のことについてはどのように考えていらっしゃいますか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○行政改革担当課長（須田健一君） ６月11日の宮脇先生のお話の内容が新聞報道等で公表さ

れたということを捉えて、私どものほうでもこれから先生方の提言を受けるわけでございます

が、その提言を受けたものに対して計画に反映していきたいということも考えてございますの

で、当然町民の理解は十分得なければならないということでは、先生のほうからもお話があり

まして、議会また住民への先生からの説明というのも機会を与えていただければご説明をした

いというようなこともお伺いしてございますので、そういったことを活用しながら十分住民に

理解を求めていく形をつくっていきたいというように考えてございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。具体的に町民の皆様に理解をしていただく手だて、

具体的にどのような形でやられるという考え方ですか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 具体的な手法としましては、今お話しした先

生の話と、まず議会については、議会のどの場でお話をさせていただく、また、町のほうから

当然計画案を議会にお示ししてご意見等もいただく、そして成案していくという形になろうか

と思いますので、その辺の機会をどうつくっていくかということはこれから検討させていただ

きたいと。住民に関しましては、今考えてございますのは、各地域の代表の方、町内会長等を

含めたそういった方を中心としてご説明を基本的にはしていきたいというふうに考えてござい

ます。また広報でもこれらの内容をわかりやすく住民周知をしていきたいと考えてございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。もちろん町内会長さんそれで結構です。ただ希望さ

れる町民の方々が参加できるというような考え方に立っていますか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 町民の方全員の理解を得られるようなスタン

スに立っているのかということでございますが、そこにつきましては、全員を集めて全てを説

明するということはなかなか難しいことかなと思ってございます。ただあらゆる機会を通じて

住民の理解を得るように努力して進めていきたいというふうに考えてございます。 

町民の参加の機会ということについては、その説明会の中でオープン的な形を設けて、聞き
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たい方が参加できるような形も含めてその手法は検討していきたいと思ってございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。その点についてわかりました。要するに私が言いた

いのは、やっぱり本当にそういうことを理解してもらうための手だてを町はどのような形です

るのか。やったよというのはだめなのです。ですから私は本当に残念だったと思っているのは、

役場幹部職員が聞けるのであれば、我々議会に質問権がなくてもいいから、その講演会に我々

議員はなぜ参加できなかったのかなと。それを次の日新聞で知って、大まかな方針が全部出て

しまっているのです。それを今から議会に来て宮脇先生がやるのがだめだと言っているのでは

なくて、何を我々が聞くのかなと思うのです。ですから、共通の認識にたつ、情報が共通だと

いう意味は、違うのではないのかなと。そこの点だけ。難しいことは言わないから、僕は単純

にそのように思うのです。だから、町民の皆様も限定してやるのではなくて、集まれる人は集

まって聞きなさいよと。質問できるかどうか、それは自由にできるかどうかは、それはまた別

の話です。議員だって同じです。質問したらだめだと言うなら我々質問しないわけですから。

それくらいの度量だとか方針が出るときにはそういう考え方が必要でないかと思うのだけど。

その点だけちょっと確認しておきます。 

○議長（山本浩平君） 須貝行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 11日の先生の講演でございますが、その際に

町の幹部職員が聞いたということでございますが、これにつきましては、先生のお話の内容に

ついては私どもも前々日に初めて知ったということでございます。そういった中で、基本的に

はその内容等も踏まえて町の課長職にはぜひ聞いていただきたいという判断の中で参加してい

ただきました。ただこれはあくまでも行革推進委員会で現在議論している病院等の問題につい

てのことを含めた中で先生のほうから外部的な意見をお話ししていただきたいということで機

会を設けたということでございますので、その話を町民全体に情報の共有の中でいかにするか

ということを具体的に考えて実施したということではございません。ただ、情報の共有のあり

方というのは大渕議員おっしゃったとおり今後どういうふうにあるべきかというのは、我々も

今一度検討して、その情報の共有の持ち方、これらを工夫しながら今後進めていきたいという

ふうに考えているところでございます。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君） ちょっと重複するかもしれません。今回こういうようなスケジュー

ルといいますか、持ってきたのは、先ほど前質問者に局長のほうで答弁したとおり、そういう

ような位置づけの中で今検討している答申を出すための現状での押さえ方を行革委員会の方々

に説明するという立場でのご説明の機会であります。その中に、課長職もそういうお話を聞き

ましょうと、管理職研修という中で参加しました。ただ先生との打ち合せの中で、事前にやは

り、今後他の先生方を含めた中で答申がまとまりますので、先生のほうから答申が出た時点以

降、やはり議会あるいは町民に説明する機会があれば、それはもう積極的に私のほうもこうい
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う中身のお話はさせてもらいますというようなことがあったものですから、あの時点での考え

方としては、答申の出た以降にその答申の中身の議会との協議の中で、そういうことが必要で

あればそういう機会をつくりましょうというような考え方であったものですから、今回は内部

というような考え方で、当然行革委員会ですから、報道機関も入ったということで、特に先ほ

ど質問ありましたけれども、そういう意図がどうのこうのというようなことはなくて、そうい

う考えでのタイミングであったと。くどいようですけれども、今後そういうような機会を議会

あるいは町民に対してつくっていきたいというように思っております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） 僕が言っているのは違うのです。僕が言っているのは、町民の方々を

そこに参加させろとかそんなことを言っているのではない。いいですか、行革の方と課長職の

方が出られたことが全部もう報道されているのです。それを皆さんどういう認識していますか。

僕は何もそこまで言う気はなかった。もう報道されて、その日の朝から私のほうに何て電話く

るか、もう病院なくなるのですかとくるのだよ。議員は何も知らないのです。そういうことに

対して、報道がされて改革案がもう大筋全部出ていて、それを我々が新聞報道で知って、その

後宮脇先生の話を聞いて我々何をするの。そういうところの認識が違うのではないかと言って

いるのです。議会と町は車の両輪と言っているのはどんな意味かわかっていますか。報道され

てから我々知っているのです。皆さんはわかっている。どうやってここの場に来て共通の認識

でやるの。我々は新聞報道見てやるのですか、この質問を。違うでしょう。僕はそういうこと

を言っているのです。この話は何度もしているから言いたくはないのだけど、もうこういうや

り方はおかしいのではないですかと言っているのです。新聞報道されなければ何も問題ないの

です。町の考えですからやられても構いません、新聞報道あったにもかかわらず議員が何も分

からないなんてことあり得ますか。車の両輪という意味は何だと思っているのです。断ってお

くけど謝ってくれなんて言っているのではないから。そんなことを言っているのではない。考

え方が違っているということを言っているのです。そこを答弁してください。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君） そういうふうに至った経過、考え方については先ほどの答弁の通り

なのですけれども、今情報の共有あるいはそういうタイミングといいますかこれについてのお

話がありました。当然情報の出るタイミングでどの程度共有ができるかというようなことが、

いわゆる大事なタイミングなのかなというようなご指摘だと思いますけれども、私どももいろ

んな場面で、議会への情報提供あるいは情報共有するタイミングというのは、それぞれ考えな

がら、従前からそういう部分は指摘されている部分でございますので、十分自分たちもそこら

辺は配慮し、あるいは考慮した中で考えておりましたけれども、今回たまたまそういうような

ことになったというか、タイミングがずれたということについては、今ご指摘の部分を真摯に

受け止めれば、そういうタイミングだったのかなというような思いもないわけではありません

けれども、今後そういうような情報提供の場面には町民にあるいは議会に対して速やかに情報
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提供するというような考え方でもっていきたいというふうに思います。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。今の件については結構です。 

それで、スクラップをするべき施設はどの程度あると考えていらっしゃいますか。具体的に

挙げられる施設と数、現在そこまで押さえていますか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 公共施設の統廃合等、そういったスクラップ

ということでございますが、現在の公共施設の統廃合等のあり方、考え方の方針、こういった

ものをどういう形にしていくのかということで有識者の先生方にもご意見をいただくというこ

とになってございます。これらをどういう考えのもとで進めていくかという考え方をまとめて

ございます。ただ、まだ結果的に考え方が全てまとまってございませんので、具体的にどの施

設とどの施設をとか、そういう施設がどの位あるかということの最終的な数字等についてはま

だまとまってございません。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。これが全部来年度予算に反映するというふうには私

も思っていません。思っていないのだけど、反映するべくやれるところからやるということで

いえば間に合いますか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 今回の計画で短期的にすぐできるところがあ

るのかということでございますが、ここは今洗い出しの中で短期的にできるところは取り組み

たいというふうに考えてございます。例えば団体の統合でございますが、先ほどの答弁にもあ

りますとおり、文化団体、スポーツ団体等についても協議を進めているところでございますの

で、それらの経過を踏まえた中で、短期的にそういった形が盛り込んでいけるのかなというこ

ともございます。ただ施設的には、やはりそれぞれの施設の機能がありますので、それらをど

のように生かしながら、そういう統廃合を進めていくかということが重要になろうかと思いま

すので、それらの進め方を基本的に行政で一方的に考えるのではなく、できるだけ住民主導の

形で考えていける手法を今考えてございます。 

以上でございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。学校などの大きな建物また敷地が広いものについて

は、その生かし方が非常に大切だしランニングコスト含めて非常に大変だと思うのです。今答

弁ありましたように、それは相手もあることですし簡単にいかないことは私もよくわかります。

ただ問題は、スピード感の問題なのです。例えば竹浦中学校、３年放置した場合ほとんど管は
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使えない、下手すると２年でもだめというのが実態だそうです。僕はよくわからなかったけど。

きのうたまたまそういう話があったのです。例えば森野の小中学校もそうなります。そうする

とあとはもう取り壊すしかなくなるのです。生かすのであれば早く生かさなければだめなもの

もあるのです。もちろん私が言うまでもなくそんなことは十分ご承知だと思うのです。 

私は、竹浦の中学校を本当に生かすということで考えれば、あそこの定時制は、土地を売れ

ば売れるのです。今の定時制高校は。ですから本当にそういうことは早くやらないと、僕はス

ピード感という意味、これは宮脇先生も言っているのだけど、本当にそういうことをやらなけ

ればならないときはやっぱり英断、決断してやる、大なたをふるうってそういうことだと思う

のです。もちろん合意が必要です。だけどそういう具体的な今言われたスポーツ団体と文化団

体の統廃合というのは前から議論がされているわけです。今取り組んだものではないでしょう。

ですから、そういうことで言えば本当に間に合うのかなという疑問がすごくあるのだけど、そ

の点は本当にそういう危機感を持ってやれますか。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 例えば団体等の統廃合、それから公共施設、

こういったものがありますが、補助団体等につきましては今87団体、約２億円近い補助金、そ

れぞれ支出してございます。その中では外郭団体、それから団体の活動補助だとかイベント補

助だとかいろんな性質の補助団体に分かれてございます。それぞれの団体の性質においてどう

いうふうに今後補助団体を育成、育てていくかという視点のもとで補助金のあり方をどうして

いくかということを考えなければならないということで考えてございます。その方針をこの短

期間でございますが、できるだけ考え方をまとめて皆さんのご意見も聞いた中で今後進めてい

きたいと。その中には時間のかかるもの、すぐできるものは出てくるかと思いますが、その辺

の整理をまず行っていくということでございます。また公共施設についてはそのスピード感の

問題もそうでございますが、基本的にどういうふうにしていくかというのは、公共施設のあり

方だとかその利活用方法、または再配置等のそういった計画を策定する必要性があるというふ

うに認識してございます。そういった計画を着実に実行していくことによって、スピード感を

持って取り進めることになるのではないかというふうに考えているところでございます。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君） 施設あるいは団体の統合というようなお話の中で、団体の統合は各

団体設置目的といいますかその歴史も違いますし、非常にその団体同士が理解しなければなか

なか難しいのかなというふうに思います。それよりも公共施設なのかなというように思います

が、先ほど情報の云々がありましたけれども、こういう提案がされるということは、諮問をし

ているということは内部でもある程度そういうような考え方を持って諮問していると。ただ、

先ほどの情報の話ありましたけれども、それでは行政として何か考えているのかと。あります。

ありますが、今この場でその名称とか何とかというのはまた情報が先走りますのでそれは控え

させてもらいたいと。ただし、ありますが、やはりこの施設の統合というのは、自分も中学校

の統合やりましたけど非常に難しい。ということは、今も使われている施設、あるいは、それ
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だけの目的を持って使われている施設でありますから、町の行政の考え方を説明してもなかな

か理解してもらえるというのは難しいのかなと。これが現実です。今言われるスピード感とい

うのは、逆に言うとそういう情報、考え方をやっぱり早目に出して協議する期間といいますか、

お互いに意見を交換する場面をやはりつくってその考え方を理解してもらうという場面の期間

をある程度とらないとだめだというふうには思っています。そういうことが、今各地区にある

重複する施設、あるいは近郊にある施設の統合を見たときに、地域住民がどの程度協働のまち

づくりという中で理解してもらえるかというのがポイントになるというように思っています。

しつこいですけれども、先ほど間に合うかというようなご質問の中では、現実論として厳しい

と。ある程度の期間を持たなければだめだなというような位置づけの中で事業を進めていかな

いとだめだと思っています。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。簡単にもう一点だけ。耐用年数の過ぎた公営住宅の

対処方法と、例えば虎杖中学校の教員住宅は相手が使うのかな。竹浦中校の教員住宅の活用方

法、例えば公営住宅的な活用が簡単にできるかどうかはわからないけれども、そういう手の打

てるところは打つということが必要だと思うのですけど、そういうことも考慮に入れていらっ

しゃいますか。 

○議長（山本浩平君） 岩城総合行政局長。 

○総合行政局長（岩城達己君） 今虎杖中学校の話がありましたけど、そこに限らず公共で持

っている教員住宅ほか、そういう施設の部分、空き状態であった分は、過去にもそうですが町

有住宅として一般の方に使ってもらおうという姿勢は変わっていませんので、そういう部分で

利用できるところはどんどん用途替えして、町有住宅管理のもとで使っていただくと。法定空

き家状態にしておかないという考えはかわってございません。 

〔「公住は」と呼ぶ者あり〕 

○議長（山本浩平君） 公営住宅についての考え方は。 

岩城総合行政局長。 

○総合行政局長（岩城達己君） 公営住宅は建設課のほうで管理していますが、トータルな話

でご答弁申し上げたいと思います。公営住宅マスタープランですとかそういう計画の位置づけ

の中においては、いろいろ長寿命化を図りながら、改善するものは改善して、全体的な縮小を

図っていくという方向性にしてございますので、そういう視点での改善になっていくというよ

うに捉えております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。なぜこういうことを聞くかというと、どれぐらいの

スピード感を持って、何を問題にして、どこからどのようにやるかということは、先ほどから

答弁あるように後先あるのです。しかし、進められるところから進めるというこれがないとま
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た同じくなるのです。計画ができてからとなるとまた同じくなってしまうから、私は今までの

計画とどこが違うということをきちっと整理しておきたいということで聞いておりました。 

団体統合のことについて１点だけお尋ねしたいと思います。文化団体と体育団体については

今年度中に一定の結論を出したいというお話ですのでそこは理解をいたしました。ただ福祉団

体だとか高齢者団体、子育て団体、こういうものも結構たくさんございます。こういうものは、

期限を切るとかそんなことを言うのではなくて、大くくりでそういうものの団体統合を視野に

入れて動いているのかどうか。文化団体と体育団体以外のところについては、どのような視野

で動いているのか、この点だけ伺っておきたいと思います。 

その文化団体と体育団体の件なのですけど、12月に質問していますから進捗状況がありまし

たらそれだけお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 葛西総務社会教育担当課長。 

○教育課総務社会教育担当課長（葛西吉孝君） 文化団体とスポーツ団体の関係でご質問があ

りました。私のほうでは各団体の代表の方々と今の段階では個別に対応させていただいており

ます。団体によってやはり温度差が多少あるということで、まず個別にヒアリングをしながら、

できれば近いうちに団体の方々に集まっていただいて、いろんな協議をしていただいて、みん

なの総意でどういった方向に進めばいいのかというような形をつくっていきたいというふうに

思ってございます。 

以上でございます。 

○議長（山本浩平君） 須田行政改革担当課長。 

○総合行政局行政改革担当課長（須田健一君） 先ほど文化団体、教育関係団体等の統合のほ

かに福祉団体等の統合、そういったものをどのように考えているかということでございますが、

行革担当の視点でお答えさせていただきたいと思います。先ほども山田議員のところでお話し

しましたが、事業全体の見直しをするためにプロフィールの検証でヒアリングを行ったという

中で、基本的に行革としては全てゼロベースで、これまでも基本的に前例踏襲といったものに

とらわれず、一たんゼロベースで見ていくという考え方のもとにヒアリングをさせていただい

た中には、そういった類似団体の統廃合は進めたいというお話を各関係部署の持っているとこ

ろにはお話をさせていただきました。ただヒアリングの中での実情としては、それぞれ団体等

の特殊性、いろんなものがございまして、なかなか難しいお話も聞いてございます。その辺ど

こまでできるかはわかりませんが、行革としてはそういったことも視野に入れて検討するとい

う気持ちで今進めているところでございます。 

○議長（山本浩平君） 暫時休憩をいたしたます。 

休憩 午後 ０時０２分 

                                         

再開 午後 １時 ４分  

○議長（山本浩平君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

一般質問を続行いたします。 
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４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。社会福祉協議会について若干お尋ねしたいと思いま

す。以前から私主張しているのですけれども、社協本来の仕事である指導、調整及び啓蒙の部

門と事業部門を分けることができないか、分ける必要があるのではないかという考えなのです。

今老人関係施設や障がい者施設が大きくふえています。そういう中でそれぞれの特徴を生かし

相互連携をすることが私は今とても大切だと思っています。人の交流から福祉の充実を含め今

の社協の果たす役割はそれぞれの法人の力量を十分に発揮していただいて、雇用や経済活動ま

で連絡調整の中心的な役割を果たしてもらう組織ではないかというふうに私は感じています。

同時に事業部門の先駆的な役割、例えばこれはデイサービスなんかはやるところがなかったの

で社協さんがトップきってやった。そのことは非常に評価するのですけれども、しかし事業活

動もやっぱりその白老町全体のそれぞれの事業所の質的向上の中心となる必要があるのではな

いかと私は考えています。町とともに役割を果たしてもらうということで言えば、本来の指導、

調整、啓蒙と事業部門を分ける必要があるのではないかと思うのですけれども、その点につい

てのご見解を賜りたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君） 今のご質問でございます。本来の仕事と事業部門を分ける必

要性がないのかということ。議員おっしゃるとおりデイサービスにしてみれば介護保険制度創

設当時、白老町になかったということで先駆的にやっていただいたという事実もございます。

それが介護保険制度も10年以上たって、町内にいろいろな事業所が展開しているというのは事

実でございます。ただやはり社会福祉協議会といたしましても、そういうことを将来的に話し

合うということは議員のお話にあるように必要性は十分感じると思います。ただ、今すぐ分け

る分けられないということは、私の立場では答弁はできませんが、将来的にある時点でのお話

というのは必要かというように思っております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） 財政というか政策の部分で質問のまとめをしたいのですけど、財政を

圧迫している白老第３商港区の建設、それ以前の工業団地の造成、臨海部の造成に膨大な町費

をつぎ込んできたと。結果として下水道を含めて町財政の大きな圧迫要因になっていると。こ

れは事実だと思います。しかし先にも述べましたように基本構想に基づいた、いまだに企業誘

致中心の産業政策だと。先ほどそれは若干変更していきたいという話もございました。それは

やめるとかやめないとかではございません。白老町の地域内に投資されている中心は現在やは

り福祉施設だというように私は思います。大きな建物はほとんど今福祉施設だけです。リハビ

リの建て替え、愛泉園の建設、個人病院の老健、軽費、介護付老人ホーム、そしてグループホ

ームから障がい者施設、これはたくさんホープさんとかあります。そしてこれから佐藤病院さ

んが建てると。これもう今大型建築というのはほとんどこの介護施設、または福祉施設なので
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す。ここでの建設に対する投資、これは地元の企業がみんなやっているわけではございません

けれども、投資それから雇用、持続的な物品の供給、他市町村からの施設への入居、この経済

波及効果というのもまさにはかり知れないものがあると思うのです。ですからここに地場産品、

たとえば食品だとか、技術、家を直すとかいろんなことをする技術、そしてかかわる人を含め

て考えたときに、まさに地域の持続的な発展と地域内再投資力、これを強める地域の拡大再生

産これにつながっているものだと思うのです。ですから、まさにさっきの６次産業と同じよう

に、ここでの政策転換という言葉が適切でなければ、そこに力点を置いた政策に切りかえると

いうか重点を移していくべきだと。やっぱり、ここ例えば札幌から非常に食料品が入っている

と聞いていますけど、ここの施設で食料品が全部地元調達されたのならば、私は膨大な量だと

思います。それが地場でつくられているもの、例えば長野県などでよくされているのですけど、

振興公社を通してそういうものに一定のオンをして業者に買っていただく。それが現実的な地

域内循環で、勤めている人から何からお金が全部そこの地元に落ちるという仕組みです。やは

りこの福祉施設や６次産業含めてこういうことを本当に真剣に考える。だからさっき言った人

の問題、今の社協の問題や人の問題というのはそういうことにつながると私は思っています。

ですから、重点をそういうところに移したまちづくりが私は今非常に必要だと思っているので

すけれども、ちょっとくどいようですけれども、もう一度見解を伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

○町長（戸田安彦君） 今大渕議員おっしゃるとおり、時代が流れて経済の循環が、日本のお

金の流れが福祉のほうに移行しているのは、もう多分10年、15年ぐらい前から続いていると思

います。白老町の経済を考えたときにも、福祉、扶助費も含めてお金の流れが多くそちらに行

っているのも事実でありますし、高齢化を考えたときにこれからまだまだ15年、20年ぐらい先

までは、こちらのほうに投資と経済が動くと予測されます。その中で、先ほどの食料品の話も

あるのですが、今立ち向かわなければならないのは、食品にすると大手のスーパーが安価、安

い仕入れをしていると。そこに立ち向かわなければならない小さな１次産業も含めて小売店は

価格では勝負できないので、商品の価値、安全性を売るという形をやっていてそれを行政の立

場でどういう連携で商品を売り込むかというのは、これはやっていないわけではなくてずっと

もうやっているのですが、それで先ほどの６次産業化までつながっていくのですが、６次産業

化までを意識して何のために生産をして、どういうところに売ってお金の流れがあるのかとい

うところまで、行政だけでなく一般の民間業者と一緒になって連携して考えていかなければな

らないというのは、今おっしゃっていたとおりだと思いますので、こちらのほう営業戦略も含

めて縦割り行政ではありますけど、産業経済課そして健康福祉課も含めて情報を共有しながら、

今白老町にある大きなそういう可能性のある福祉施設にも売り込んでいきたいというふうに考

えておりますし、社協の先ほどのあり方も含めて社協の役割は何なのかといういま一度やっぱ

り当初の目的が達成されたものもありますし、変わってきているものもありますので、こちら

のほうも一緒に考えていかなければならないと思います。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 
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〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。（仮称）新行財政改革計画は、昨日の答弁で予算編成

時までまとめるということでありましたけれども、具体的な最終リミット、予算編成といって

も相当幅があります。最終リミットをいつと押さえているか、まず１点。 

それから、財政健全化外部有識者検討委員会の答申は６月下旬ということですけれども、何

日を予定しているか。答申は公表し議員にも示されると理解していいかどうか。 

また、町立病院の方向性はいつごろをめどに出されるのか。この３点についてお尋ねしたい

と思います。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○総合行政局財政担当課長（安達義孝君） １点目の新しい計画の策定時期でございますけれ

ども、予算編成といっても最終的に１月上旬には決定しなければいけない。それでは十分間に

合いませんので、時期的には多分９月末もしくは10月上旬をめどに策定し、26年度予算編成方

針に間に合わせて庁内的にその編成計画に沿った形で26年度予算を編成していきたい考えでご

ざいます。 

○議長（山本浩平君） 岩城総合行政局長。 

○総合行政局長（岩城達己君） 残り２つは私の方からお答え申し上げます。外部有識者検討

委員会からの答申の時期ですが、６月27日に答申いただくということで予定してございます。

この内容につきましては、当然答申ということはオープンですので、翌日の新聞等には報道に

なるというようには思います。議会にも当然その部分を示すことは可能ですけれども、きちっ

と議会と議論するには町の考え方を示すことで初めて議会との議論になろうかと思いますの

で、まず情報だけ早く欲しいということであれば、それはそれで対応できると思います。 

それから、具体的に病院の例がございましたけれども、このことも答申の部分、それから行

革委員会で今病院を中心に協議してもらっていますので、その２つを踏まえた上で町側の考え

も最終方針といいましょうか、そういうものを盛り込んだ部分は出したいというふうに考えて

ございます。 

以上です。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。済みません、その病院の方向の最終はいつぐらいに

考えていらっしゃるか。それをまず伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 岩城総合行政局長。 

○総合行政局長（岩城達己君） 今の外部有識者検討委員会から出されて、まだ中間で最終で

はありませんが、ただこれ180度変わるというふうには考えておりません。廃止あるいは民間移

譲というお話なのですけど、町がその決断をするという部分の時期がいつかというご質問かと

思うのですけれども。その判断に立つにはまだまだ町長にこういうこともある、こんな問題あ

る、こういう方法もある、やはりいろんな情報を出してその上で政策判断しなければならない
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と思うのです。そのボリュームはもって行き方によってはすごいボリュームもあるし、現状の

ベッドちょっと少なくして維持するのならば結論は早いと思うのです。ところがいろんな方策

があるものですから、今この場で７月、８月だとかいう時期のことは明言できませんけれども、

最終的な部分をちゃんと町長が判断できる材料をきちっと提示した上で、そのことをまた議会

にもお示ししたいと考えてございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。今回、宮脇私案というのかどうかわかりませんけれ

ども宮脇先生の案が出されましたけれども、この私案に対する理事者の見解がありましたらお

聞かせ願いたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 白崎副町長。 

○副町長（白崎浩司君） 今のご質問は、いわゆる中間の私案ということなのですけれども、

今６月末に正式な形の他の先生も含めた中での答申が来ますので、そういうご報告をいただい

た中で、私どものほうも内容を吟味した中で判断していきたいと思っています。今の時点でま

だ私案の宮脇先生の講演だけですので、それについては控えさせてもらいたいと思います。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。具体的なことを聞きたいのですけど、一般会計、下

水道会計等での起債のピークはいつなのか。またそのときの残高が幾らなのか、また第三セク

ター債の件なのですけれども、ことし２月のプログラムの改訂版の説明の中で、償還繰り延べ

について総務省はオーケーしたと、25年からできるというように報告したと私は理解していま

す。ということは、20年の繰り延べ償還はオーケーという理解でいいのか。また利息の半額を

特別交付税で見るというふうに言っていました。23年から償還は始まっておりますけれども、

この中身については今私が言ったとおりでいいのかどうか。その点を確認したいと思います。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○総合行政局財政担当課長（安達義孝君） まず１点目の起債のピーク、一般会計、下水道会

計ございますけれども、一般会計は既に24年度をもってピークは過ぎていまして、今後とも下

がっていく状況にございます。ただし下水道会計は29年から30年がピークになっておりまして、

その後下がっていくという状況でございます。残高は、きのうの答弁で全体の起債の償還額が

260億円という、松田議員に答弁いたしました金額でございます。一般会計は、利息合わせて

147億円ほどございます。下水道会計は91億7,000万円ほどまだ残っている状況でございます。 

２点目の三セク債の状況でございますけれども、総務省が三セク債の期限延長の協議は受け

付けますよという段階で、結果的に承諾をいただいたという形にはなってない状況でございま

して、まだ北海道を通じて申請の下準備といいましょうか、理由書を提出している状況でござ

います。これからまだハードルが、まずどうしてこういう状況になったかという原因分析を含

めて照会されて、それに対して回答している段階で、まだ決定されたという状況ではございま
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せんが、あくまでことしの償還９月、３月ございますけれども、９月には間に合わせて、その

以前に総務省の承諾を得た中で繰り延べしていきたいというスケジュールで考えております。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。地方財政健全化法との関係で、夕張と同様の認識と

いうふうなことを宮脇先生が言っています。当然危機意識を含め、最悪の状況だと私も認識し

ております。起債の償還額と歳入のバランス、経常経費と必要経費、まちを維持する費用との

バランス、ここが今一番問題になっている部分でございます。現状は、実質赤字比率、一般会

計の中で占める赤字なのですけど、標準財政規模の白老町は14.9か6ですね、15％弱ということ

なのですけど。これは累積を含めて単年度で発生した場合がイエローカード、早期健全化基準

と理解していいいかどうか。 

それと、連結実質赤字比率や実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率、これは現状認

識では、もちろん繰り出ししなければそうなるという部分がありますけれども、現状認識では

カードが発行されないという認識でいいかどうか。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○総合行政局財政担当課長（安達義孝君） １点目の早期健全化団体に転落する、きのうもご

説明しましたけれども、あくまで単年度の赤字額が14.9になった場合。その累計ですから、現

状では、ことしの財源不足では水道会計から借りている２億2,000万円、給与削減１億2,000万

円されていますから、それも含めて３億4,000万円ぐらいの収支不足を起こしていますから、そ

れを機械的に計算していくと、きのうも答弁しましたけれども、３年継続すれば早期健全化団

体、４年継続すれば累積でいけば４年目には再生団体に転落するという機械的な計算でござい

ますけれども、そうならないために計画をきちっと今回つくるという状況でございます。 

２点目の４つの指標ございますけれども、四つの指標は現在出ていません。ただ、実質公債

費比率が18％を超えて19．2になっておりますので、その関係で総務省のほうに適正化計画を昨

年提出したと。ただし、本来25％以上いかないと早期健全化団体にはなりませんので、現状の

ところ将来負担比率も出ていますけれども、まだペナルティーとなるところまでは達しないと

いう現状でございます。ただし、今年度はもう決算上それは発生しないと予測しております。

また指数的に言いますと、経常収支比率は残念なことに多分100％、きのう前田議員の質問の中

でも６月と言っていましたけれども、100％以上を超えるのは間違いなくそういう数字になって

いくのだろうなということでございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。昨日の答弁で2012年度は一般会計が黒字だという答

弁がございました。今ちょっとありましたけど、本年度の見通しと2014年から５年間、2018年

までの収支見通し、これが出されていれば。シミュレーションでも何でも結構です。宮脇先生

が何を根拠に夕張の例を挙げられたのかということが私よく理解できませんので、そういう形



        － 93 － 

でのシミュレーションというか2018年までの収支見通しというのは現状でいったらどうなるの

か出されていますか。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○総合行政局財政担当課長（安達義孝君） まずは本年度の決算収支見込みでございますけれ

ども、きのう町長の答弁がございましたとおり財政調整基金約１億4,000万円現在保有しており

ます。あとは今７月に地方交付税が算定になります。その中である程度当初から予測している

留保分5,000万円はなんとか出そうな想定はしております。それを含んで約２億円の財政調整基

金の保有金額になるのではないかと。ただし今後９月以降の補正財源としては全くありません

ので、冬の除雪費等含めて大きな事業は、元気臨時交付金で今年度、今議会にも提案しており

ますから細かな補正予算は、どれだけ今後必要になるかそれによって財調が想定される２億円

がどれぐらい下回るのかです。それと、三セク債の繰り延べをやることによって本年度中に生

まれる金額が約１億円。それを含めると３億円ぐらいにはなるのかもしれませんが、現実２億

2,000万円収支は合いませんので、それを年度末にどういうようにするか、借りたままにするの

か、一部でも返すのか。今後の収支状況を見ながら検討していきたいと考えています。 

２点目の今後の収支状況でございますけれども、今対策をしないでこのまま現状延長型でい

くと想定しますと、やはり単年度３億円から３億5,000万円収支不足が続きます。ですから、こ

のまま10年間いくととんでもない数字になっていく。本当に再生団体になる可能性を多く秘め

ているというのは、私ども担当としての考え方でございまして、それを何としても阻止するた

めには今回新たな計画をつくって改善を図っていくというのが最優先されることと思っており

ます。ですから、今ここで幾らといいますと余りに大きい数字ですから、ただ単年度は３億円

から約４億円に近い金額が間違いなく、この現状延長型でいくとなると、そのくらい収支は合

わなくなるという認識をいただければよろしいかと思います。 

以上です。 

○議長（山本浩平君） 岩城総合行政局長。 

○総合行政局長（岩城達己君） もう１点質問ありまして、宮脇先生が何の資料をもって判断

したかというご質問がございました。きのうもご質問あった中でお答えしたとおり、予算・決

算という特別な資料をどうこうではなくて既存の資料をお渡ししているのですが、一番ほかの

町、類似団体と違うのは、公債費がよその町の倍あると。白老町の場合18億円、19億円が公債

費として毎年、よそのまちはその半分８億円から９億円、一般会計で８億円、９億円あればま

だまだ違う政策もうてるだろうし違っていたのではないかと。この部分は、先生もおっしゃっ

ていました。この公債費、それから小さくは物件費そういったこともございますが、やはり先

生いろんな自治体を全道・全国見ている中で、予算書あるいは決算書を見ると、そこが白老町

突出している部分で大きな違い。もう１点、財政調整基金、貯金がないと。これは財政健全化

法の中の指標には出てこないのです。財調が幾らあるかというのは出てこないけれども、厳し

い財政運営を強いられているというのは、何かあったときに使えるお金がないというのは危機

的なことだし、水道会計から借りたことしの予算は、本当にいっときの対策にすぎないという
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ご指摘を厳しく受けた部分で、判断されたと思います。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。なぜ私こういうことを聞いたかというと、きょうの

新聞報道、皆さん見られていると思うのですけど。そこの部分に町の試算では16年度一般会計

の赤字は約10億円に達して早期健全化団体に、17年度は赤字が13億円を超え財政健全化団体に

なるとこういうふうに記されているのです。町の試算ではとこう書いているので、もちろんこ

れが全部正しいとかそんなことで議論しようなんて思っていません。ですから単なる新聞報道

という意味でございます。しかし、これは町民に与える影響というのは膨大なものです。これ

は宮脇私案と同じことだと思うのです。今のお話でしたら宮脇先生はそのシミュレーションか

何かをもって判断したのではないということですから、今財政担当課長がお話をされた積み上

げでいくとそうなるよということで書いたということでしょうか。そして、もちろんこれもそ

ういう報道規制とかそういうことを言っているのではなくて、本当に、確かに手を打たなけれ

ばそうなのだけど、これは新聞がこう出ていくということは非常に大きな町民の不安につなが

ると思うのです。ですから、正確なものが出ていくならいいけれども、例えば町の試算でも現

状のまま対策を何もしなかったらそうなるというのならいいのです。町の試算によるとそうだ

と書かれてしまうと、それは町に質問するべき中身ではないかもしれないけど、ただ私はそう

いうシミュレーションが出ていて、それでそういう結果を出したというふうに思ったものだか

ら今質問しているのだけど。そこはそういうことではないのですね。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○財政担当課長（安達義孝君） 先ほども答弁しましたけれども、機械的に現状の収支不足を

今後も延長し続けると間違いなくそういう数字にはなっていくということでございまして、必

ずそうなるということではなくて、そのために今回はこういう対策を打っていかなければなら

ないと。ただし今の財源不足は２億2,000万円プラス給与費削減で３億4,000万円。今後町税も

答弁したとおり、住民税は相当厳しくやったつもりでございますが1,500万円ほどまた下がって

しまったと。固定資産税も相当厳しくやりましたけれども、なんとか予算は確保できましたけ

ど、そういう状況ございまして、そういうことを考慮するとやはり厳しい状況がますます続く

ということで、そういう機械的にいけばという話を私したのですが、そういう記事になったと

いうことでございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） そこは分かりました。現状で推移した場合、財政圧迫の原因、今答弁

若干ありましたけど、新財政改革プログラムとの大きな乖離の最大の原因、これは収入で税が

落ちたこと、交付税が落ちたこと、これが乖離の最大の原因かどうか。それと歳出での扶助費

の増大なんかが非常に影響しているのかどうか、起債の関係は幾ら多いといってもこれはわか

っていて、先ほど答弁があったようにもうピークも過ぎているわけです。ですからそういうこ
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とで言えば、新財政改革プログラムで言えば28年までですから、28年の起債の残額を見ると相

当下がりますから、そういうことを含めて見たときに、乖離の最大の原因は何なのでしょうか。 

○議長（山本浩平君） 安達財政担当課長。 

○財政担当課長（安達義孝君） 平成22年度に改定しました改定版と決算額との数字でござい

ますけれども、町税ではまず23年度で6,200万円もうずれてきているという現状でございます。

また、24年度では約１億6,000万円、本年度においては約１億8,000万円。これだけのやはり歳

入がずれてきているという現状と、また歳出側では、扶助費でいくと約8,500万円ふえてきてい

る。ですから、歳入歳出足して本年度で見れば、もう約３億、２億数千万円足りなくなってい

る。これが大きな前回のプログラムと決算額との乖離、ここに来て歳入のこれだけ大きな乖離

が出始めたというのは、今まで答弁していますとおり経済状況だとか町内の状況が非常に悪い

ということで、住民税等に影響し、固定資産税の評価がえ等に伴って、昨年１億4,000万円も落

ちたという現状がこういう状況になってきているという捉え方でございます。 

○議長（山本浩平君） ４番、大渕紀夫議員。 

〔４番 大渕紀夫君登壇〕 

○４番（大渕紀夫君） ４番、大渕です。財政の状況はわかりました。私案の中に役場の人的

資源の充実、継承の重要性を指摘しているのです。私もこれはとても重要だと思うのです。部

長制が廃止されまして課長及び職員の危機意識が高まったのか。私は、今議会の答弁を聞いて

いて、私の質問に対する答弁を含めてですけれども、非常に変化を感じました。同僚議員が職

員の評価も含めてされましたけれども、改革のポイントというのはこの職員の変化が非常に大

きなものだろうし、これがある意味での出発につながるのではないかなと。これで安心すると

かそのようなことではございません。今回の答弁は、私は非常に各担当の方々の答弁はすばら

しかったと思っています。ですから、役場の職員の皆さんが今どれだけ底力を発揮するかとい

うことが、最大の問題だと私は感じています。 

最後にしますけれども、町長や町行政の姿勢。今の私案に基づいた答申になるのではないか

というふうに私は感じているのですけど、対応策はすぐ考えるべきだというふうに思うのです

けれども、しかして全てをのみ込むのかどうか。本当に議論を経て変更等はどのように、その

答申に対する変更です。答申に対する違う政策の打ち方です。どのように進めるのか。同僚議

員がおっしゃっていたように、私も病院についてはどうしても形態は違っても残すべきだと。

形態が違ってもやっぱりそこは、もうこれ以上人口減少を防ぐためにはここのところをやらな

い限りないのではないかというふうに私自身は思っています。そういう対応策がどうしても必

要だと思うのですけれども、答申ありきでいきますとこれ全部そうなってしまう。そこを本当

に議論して、やっぱりきちっと町の方針をまとめていくという形になると思うのです。今の財

政の状況を見たら、わずか数年でそれだけの社会情勢の変化と経済情勢の変化で乖離している

わけですから。ですから先ほど課長言われたように１年間ずつ見直さなくてはいけない。それ

こそ半年ずつ見直さなくてはいけないという状況にもあると思うのです。さっきの職員の問題

と、答申に対する行政としての態度、これが１つ。 
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産業政策でも述べましたけれども、第３商港区の問題、現状まだ協議中なのです。答弁は相

手方と協議中だと。今年度から第３商港区は供用開始するわけです。新たな投資は協議が成立

するまで私は凍結すべきだと。まさに政策転換とは、私は先ほど産業政策の問題も言いました。

こういうことではないかと思うのです。ここでは、本当に明確な答弁をいただきたいと思うの

です。やっぱりそれぐらいの決意でなければ、今の財政ももちろん港に単年度で出しているお

金、そういうことはわかっています。それから起債の問題、交付税の問題も分かっています。

しかし起債をふやさないということを含めて、今そういう態度、そういう政策転換が必要では

ないか。上屋の例を見るまでもなく実際に我々の認識と違った形で、今の乖離と同じように違

った形で出てくるのです。議会で公約したことが全く違った形で出てくるわけですから。私は

この上屋の問題を見るまでもなく、やはりそういう意味での政策転換が必要だと思うのですけ

れども、その見解を承りまして私の一般質問を終わりたいと思います。 

○議長（山本浩平君） 戸田町長。 

○町長（戸田安彦君） まず外部有識者検討委員会の答申の件でございます。今月末に正式な

答申が出るので大枠のお話をさせていただきますが、トータルで考えるとこれは財政を立て直

す、健全化にする有識者会議でございますので、財政をただ立て直すのだったら本当に削減、

削減でいいと思うのですが、私たち行政は町民の生命も預かっていますし町民の生活を守って

いる立場としては、財政を削減するだけではなくてそこにどれだけの行政サービスができるの

かも一緒に考えていかなければならないので、答申は重く受けとめますが、それが本当に白老

町の未来にとってベストな選択なのかというのは考えていきたいと思います。答申は重く見ま

すが、その全てをのみ込んで進むという考えではございません。 

それと港湾の件です。今の段階ではっきりという質問であったのですが、今の段階でははっ

きり申し上げられないのが正直なところでございます。ただ第３商港区を使う利用事業者の現

状を考えると、早期に利用してくれというのは双方にとって余りいい交渉事にはならないとい

うのは実感もしておりますし、協議の最中でございますので、なかなか難しいというのが実感

でございます。これは時間をかけるところは時間をかけて協議をしていかなければならないの

ですが、どういう形で町民、議会にお示しするかというのは早急に答えを出していきたいと考

えております。 

○議長（山本浩平君） 以上をもちまして４番、大渕紀夫議員の一般質問を終了いたします。 


